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第 2 章 提案企業の技術の活用可能性 

及び将来的な事業展開の見通し 

 

2－1 提案企業及び活用が見込まれる提案製品・技術の強み  

 

2－1－1 提案企業の業界における位置づけ 

 

萬世リサイクルシステムズは独自の営業網を通じて北は北海道から西は四国まで幅広く

資源の融通、トレードを行っており、日本国内におけるリサイクル技術とそのニーズのマ

ッチングを行っている。 

萬世リサイクルシステムズはプラスチックのリサイクル技術とそのノウハウにおいて日

本有数の実績と特異性を保有している。 

1 点目は萬世リサイクルシステムズが生成している燃料化技術である。CPF (Cube 

Plastic Fuel)と言われるフラフ燃料は、従来の主力であった RPF 燃料に比べ、製造ライン

のイニシャルコストの軽減が可能である。これは製造時に消費される電力量が少ない等の

面で優れており、その生産能力は 144 ㌧／日量であり、弊社は国内トップクラスの生産ラ

インを保有している。 

2 点目は弊社が九州、苫小牧、紀伊半島で導入しているモーダルシフト施策である。 

また 3 点目として、萬世リサイクルシステムズ代表の藤枝は木材資源リサイクル協会連

合会副理事長を務めていることから日本国内外においてリサイクル資源のネットワークを

構築しつつある。今後、海外におけるリサイクル資源の販売網を形成するためにもアジア

の新興国への調査及び、技術移転は必須であると考える。 

  また、コンサルティング企業であるカーボンフリーコンサルティングは、廃棄物業界の

コンサルティングを長年にわたり実施しており、廃棄物業界に強いネットワークと知見を

有する。例えば３年程前から実施している CO2マイナスプロジェクトや CSR プロジェク

トは廃棄物企業３千社以上が参加し業界団体として日本でも初となる環境配慮型のプロジ

ェクトを多数立ち上げてきた。また環境調査案件を環境省及び経産省等から多数受託して

おり、環境配慮型都市構築に関する知見を有する。海外においても既にインドネシア東テ

ィモールにおける WFP との共同プロジェクトや、中国現地政府公認の植林活動等、海外

における廃棄物処理工場新設に関するコンサルティング等様々なプロジェクト推進を推進

してきた実績がある。 

 萬世リサイクルシステムズとカーボンフリーコンサルティングは本社を横浜市に設置し

ている。本案件のアドバイザーである横浜市とは様々な業務を通じて関係を構築しており、

横浜市のごみ削減活動である G30（注）を下支えしてきた。G30 のような民間と行政が連

携して、環境問題の解決に寄与してきた事例は他主体には模倣できないものであると考え

る。  

(注)2003 年 1 月横浜市が「横浜 G30 行動宣言」として 2010 年度における全市のごみ排出

量を 2003 年度に対して 30％削減する」という具体的な目標を定めた。 
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（補足）リサイクル技術と需要事業者とのマッチングの具体例 

 弊社で実施しているマッチングの具体例として横浜市で住宅を解体した際に発生する廃

木材とその需要事業者とのマッチングを実施した。 

横浜市内では廃木材から木屑チップにリサイクルされた資源を活用するバイオマス発電

所は存在しない。このような場合、近郊都市にある製紙会社やバイオマス発電所に資源と

して供給するのが定石である。 

これにより生産された木屑チップは横浜港よりモーダルシフトにより、四国徳島の製紙

工場で製紙になり、それを関東近郊で消費するというビジネスモデルを構築した。 

 

2－1－2 提案企業の技術の概要 

 

廃プラスチックが資源化される技術の概要を図 2-1 の工程に沿って以下に示す。 

 

① 受入れヤード－土間選別－投入ホッパー 

 

受入れヤードに搬入された廃棄物は、ホォイルローダー等の重機により拡げられて人

手により粗大ごみを除去する。除去した後の廃棄物はホッパーに直接投入する。 

 

② 機械式選別機 

 

土や石等及びリサイクルに適合しない細かな廃棄物を、振動と風力にて選別する。選

別された廃棄物はコンベアで手選別工程に流れる。 

 

③ 手選別工程 

 

流れてきた廃棄物は、手選別専用コンベアで人手により廃プラスチック、金属類、生

分解廃棄物、その他残渣に分類され、廃プラスチックのみを次工程に流す。廃プラス

チック以外の 3 種類は手選別ライン付属のシューターを介して、種類別容器に回収す

る。 

 

④ 磁力選別機 

 

金属を除去し、破砕機の故障防止、並びに製品の品質を確保する。 

 

⑤ １次破砕機 

 

手選別で分別回収され、磁力選別機で金属が除去された廃プラスチックを粉砕機で

100mm 角程度に粉砕する。 
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⑥ 風力選別機 

 

風力により軽いプラスチック片と重い残渣を分離し、不純分の少ないプラスチック片

を回収する。 

 

 

⑦ 2 次破砕機 

 

金属を除去した 100mm 角の廃プラスチック片を 50mm 角以下に再破砕する。 

 

⑧ 圧縮・梱包機 

 

フラフがバラバラに崩れてしまわないように圧縮・梱包して、ベールとして製品化

する。 

 

生産された廃プラスチック由来燃料（フラフ燃料）は、セメント会社や製紙会社等のボ

イラー燃料として使用され、石炭・重油等の代替品として利用される。 
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図 2-1 廃プラスチックの資源化工程 
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2－1－3 提案する中間処理施設の規模 

 

現時点では、パイロットプラントの建設を計画する。尚、当プラントは廃プラスチックを

ベースとするフラフ燃料化までとする。 

中間処理施設の建設場所はイナヤワン衛生埋立地内重機保管場所とし、イナヤワン衛生埋

立地に既に埋立てされている廃プラスチック、並びにバランガイが回収してくる家庭系・

商業系廃棄物を処理して、フラフ燃料としてのリサイクルを推進する。 

尚、廃プラスチックが約 40%内蔵している商業系廃棄物は、人口増加に伴い家庭系廃棄物

と同様に増加する傾向にあり、現在、商業系廃棄物からフラフ燃料を製造している民間の

リサイクル業者の処理能力を超えることが予想される。従って、民間業者に流れている廃

プラスチック含有率の高い商業系廃棄物も処理する計画である。 

8 時間／日稼動で、フラフ燃料を 5 ㌧/日の製造する能力を有した設備設計とする。ただし、

イナワヤン衛生埋立地に既に埋立てされている廃プラスチックの含有率を 11%とした場

合、歩留りを考慮して総投入重量 約 50 ㌧／日を加味した設計構想とする。 

 

2－1－4 提案する設備仕様概要 

 

廃プラスチックをフラフ燃料としてリサイクルしている萬世リサイクルシステムズの設

備を参考として、必要とする設備(表 2-1)と仕様概要を示す。 

 

表 2-１ 主要設備概要一覧 

名  称 数 備  考 

秤量機 1 台 
イナワヤン衛生埋立地にて使用され

ている機器を借用 
フォークリフト 2 台 

フォイルローダー 2 台 

回転フォークリフト 1 台 出荷用搬出機器 

投入ホッパー 1 式  

機械式選別機 1 式 土砂分離用 

手選別ラインコンベア 1 式  

破砕機 2 式 プラスチックの破砕 

風力選別機 1 式 土砂等比重の大きな異物分離 

磁力選別機 1 式 金属除去用 

コンプレッサー 1 式  

圧縮・梱包機 1 式  

油圧設備 1 式  

その他 1 式 配線、配管、建屋補修等 
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［ 設備仕様概要 ］ 

 

（１） 回転フォークリフト 

[ 用 途 ] 

フラフ燃料を圧縮梱包した１ｍ立方体形状の製品移送に使用。 

[ 仕 様 ] 

回転ロードグラブ付フォークリフト 

最大揚力 2,000kg 

最大揚高 3,000mm 

 

 

 

 (２) 投入ホッパー 

[ 用 途 ] 

廃棄物の設備への初期投入用受入容器として使用。 

[ 仕 様 ] 

投入口寸法：２m×２m 

排出口寸法：１m×１．５m 

目詰まり防止用電磁式ハンマリング装置付 

  

 （３）機械式選別機 

[ 用 途 ] 

廃棄物に混入している砂利や土砂を除去する。 

[ 仕 様 ] 

風力・機械選別方式 

処理能力：30 ㎥／時間 

主動力：15kW 

ファン動力：6kW 

 

 

 

 

 

（４）手選別ラインコンベア 

[ 用 途 ] 

廃棄物を流れ作業にて人手により選別するためのベルトコンベア。 

[ 仕 様 ] 

幅 ：１m 

長さ：１５m 

コンベア速度：100m／分 無断変速 
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（５）磁力選別機 

[ 用 途 ] 

金属を除去し、破砕機の故障防止及び製品の品質を確保する。 

[ 仕 様 ] 

様式：ドラム方式 

磁力：1000～3000 ガウス 

処理能力：30 ㎥／時間 

 

（６）1 次、2 次破砕機 

[ 用 途 ] 

廃プラスチックをフラフ燃料用の形状に裁断する。 

[ 仕 様 ] 

１次粉砕機 主動力  ：90～100kW 

      油圧動力：13kW 

１次粉砕機 主動力  ：75～90kW 

      油圧動力：9 kW 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）風力選別機 

[ 用 途 ] 

フラフ燃料用の形状に裁断したプラスチック内の異物を除去し、品質を確保する。 

[ 仕 様 ] 

処理能力：4 ㎥／時間 

動力：5kW 

 

  

内蔵回転刃 



2-8 

 

（８）圧縮梱包機 

[ 用 途 ] 

フラフ燃料を１ｍ立方体形状に圧縮梱包し、製品の保管を容易にし、効率的な移送を行

う。 

[ 仕 様 ] 

処理能力(製品換算)：10 ㎥／時間 

ベールサイズ：1000ｍｍ×1000mm×1000mm 

プレス圧力：120ton 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



2-9 

 

2－1－5 提案する設備の配置構想 

  

萬世リサイクルシステムズの廃棄物処理工程をベースにパイロットプラントによる設備

レイアウト概要図を図 2-2 示す。 
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2－2 提案企業の事業展開における海外進出の位置づけ 

 

緊急課題である廃棄物処理問題の解決に向けて、世界的にも進んでいる我が国のリサイ

クル技術を用いて、単に埋め立てていたごみが燃料や素材といった価値のある物に生まれ

変わる工程を構築できることを証明する。その結果、ODA 案件を見据えた事業拡大の実

施により、参入者を促してビジネスとして自立できるようにセブ市のみならずフィリピン

国全土、さらには海外途上国全般に水平展開する事を最終的な目標としている。 

また、アジア圏でのリサイクル資源の販売網を拡充するため、日本国内だけに留まらず

全地球規模での資源の融通、トレード網の形成を考案している。 

 

2－3 提案企業の海外進出による地域経済への貢献 

 

萬世リサイクルシステムズが進出した場合の日本国内及びセブ市への地域経済への貢献

として、以下を想定している。 

① 廃プラスチックのリサイクル用パイロットプラントの設備を製造するうえで、日本国

内の協力会社及びメーカー(一般に中小企業が多い)と連帯して協力体制を作ることに

より、中小企業活性化の一助となる。 

② 当事業の成功により、フィリピン国全土、しいては廃棄物問題に直面している海外へ

の技術供与を視野に入れた場合、中小企業のさらなる活性化に寄与する。 

③ 事業を成功に導くために、現地スタッフの指導・研修などを現地及び日本国内で行う

計画である。当面は日本人技術者を派遣して、設備の取り扱いや管理方法、作業方法

等を伝えていく必要があり、人材の雇用面で成果が出てくる。 

④ 現地での中間処理施設設立に伴い、事務所要員並びに現場作業要員の新規雇用が想定

され、一定の雇用効果が期待できる。 

⑤ 事業拡大による日本国内における新規雇用の機会が増加する。 

⑥ 日本の優れた技術を移転する事で、他の地域でも中間処理施設建設によりリサイクル

事業が促進し、雇用の拡大の可能性が広がる。 

⑦ スカベンジャーに安全で衛生的な雇用機会を提供する 

⑧ 廃棄物削減により環境に貢献できる。 

⑨ 化石燃料削減により環境に貢献できる。 

 

 

2-4 想定する事業の仕組み 

 

2-4-1 流通・販売計画 

 

（１）プラスチックフラフ燃料等、製品の潜在的な販売先  

 

• セメント工場 – プラスチック燃料 

• 製紙工場 – プラスチック燃料 
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• プラスチック製品工場 – マテリアルリサイクル  

• 発電所 – プラスチック燃料 

現在使用されている石炭は、特に残渣の灰の不適切な処理が環境汚染

を招くとして専門家や NGO から反発されている。インドネシア／中国

／オーストラリア等からの輸入に頼っている再生資源では無い石炭に

代わる代替燃料が求められている。 

 

• 市民団体 – マテリアルリサイクル（枕やぬいぐるみの中綿等） 

 

（２）潜在的販売先となるセブ市やセブ州内の既存の事業:  

 

[ セメント工場 ] 

 CEMEX Philippines 

APO Cement Plant, Tina-an, Naga City, Cebu 

(www.cemexphilippines.com) 

 

 

Cebu Business Park, Cebu City 

(www.taiheiyo-cement.com.ph) 

 

Manufacturing Co. 

Cebu 

 

 

Barrio Dungo-an, Danao City, Cebu 

(www.lafargesemento.com) 

 

 

Asturias 

 

 

 

[ 製紙工場 ] 

 

 

 

[プラスチック製品工場 ] 

Plastics 

Lamac, Consolacion, Cebu 

345-3566 



2-12 

 

 

 Nihon Fuji Industries Corp. 

Mabini St., Looc, Mandaue City 

253-0857/345-3576/340-0901/340-3324 

 

（３）プラスチックの販売・使用実態 

 

現状では、各種の個人、中小事業、企業等によりプラスチック廃棄物の収集、処理、再

利用、販売が行われている.その実態は以下の通りである。 

 

• プラスチック袋は家庭において容器として再利用されている。透明で薄い PE袋は

食料品を入れておくために使用される。手下げ部分のついた “sando” 袋は買い物

袋として再利用されている.  

 

• 汚れた袋は家庭用のごみ袋やごみ箱の中敷き用として使用 

 

• 汚れた袋は鉢植えやコンポスト用にも使用 

 

• 少ない割合だが一部は学校／NGO/市民団体により手工芸品に活用されている

（Invisible Sistersという NGOは財布やハンドバッグを編む材料として使用）。 

   

• バランガイによってはお祭り等の飾り付けとして使用。 

 

• 厚めの HDPE袋 (野菜の卸売市場で一般的に使われている)は秤売りでジャンクシ

ョップが購入。薄めの LDPE袋（厚さ 12ミクロン以下）は一般的にはジャンクシ

ョップの購入対象にならないが一部は取り扱かっている。 

 

• ジャンクショップはリサイクル業者やプラスチック加工業者へ転売し、そこから

袋（黒色のごみ袋）や他の容器（洗面器、バケツ等）へと再加工される。 

 

• セメント会社による代替燃料への転用 

 

一般的に、プラスチック袋はジャンクショップ等への販売対象とならず、再利用されな

いため残渣として扱われる。ごみの収集／埋立て地における残渣廃棄物の大部分はプラス

チック袋から成っている。 

 

2－4－2 売上規模 

 

現在、フィリッピンでセメントの最大手である CEMEX(APO)は、廃プラスチックのフラフ

燃料を日量 50トン使用している。CEMEX(APO)では、使用量を 7倍の 350トンまで増やした
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いとの意向があり、セブ市の廃プラスチックリサイクル企業である CSWMIの MRF plant 一

社では需要にこたえられない状況下にある。 

今回の萬世リサイクルシステムズの計画では、パイロットプラントとして売上規模を日

量 5トンの設備設計として、年間約 2,000万円を想定している。この場合の収支予測並び

に損益分岐点を以下に示す。 

 

（１） 収支予測前提条件 

 

① 建設土地はイナヤワン衛生埋立地内重機保管エリアとし、地代は無料とする。 

② 中間処理施設建設費用は 1 億円ありきでなく、最も簡易なパイロット事業に必要な資

機材、要因を検討した結果、中間施設建設費用は 9,000 万円～1 億円と想定される。 

③ イナヤワン衛生埋立地で現在使用している運搬重機類は無償貸出しとし、中間処理施

設では維持・保全費を負担する。 

④ 電気、水道は無料とする。 

⑤ セブ市の処理料負担として、700 ペソ／トンとする。 

⑥ スカベンジャー等の人件費を日当 330 ペソとする。 

⑦ 雇用人数を 24 名とする。 

⑧ 残渣はコンポステーラ市に新たにできた最終処分場で、250ペソ/tonで処理依託する。 

⑨ 廃棄物処理量を 50 ㌧／日とする。 

⑩ フラフ燃料の生産量は 5 ㌧/日とする。 

⑪ フラフ燃料はセメント会社に全量販売することとし、販売単価は 2,000 ペソ/トン(付加

価値税 12%、運搬費込み)とする。 

(注) 

前提条件①と④に関しては、既にセブ市の了解を戴いている。⑤に関してはセブ市と

の交渉が必要となる。その他のコスト設定は現地調査から得られた情報をベースとし

ている。 

 

（２）収支予測 

 

表 2-1 に、設備投資額 9,000 万円、処理能力 50 ㌧／日設定の中間処理施設による収支

予測を示す。税引き前利益で年間 1,798 千円の収益が予想される（表 2-2）。また、当中間

処理施設の損益分岐点は、図 2-3 に示すように、43 ㌧／日の処理量にある。 

尚、現地公的団体として、DPS が主体となり廃棄物燃料製造共同事業体（仮称）を設立

する予定であり、中間処理施設を運営管理するものとし、萬世リサイクルシステムズは協

議会のメンバーとして参画する計画である。 
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表 2-2 収支予測 
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図 2-3 損益分岐点 

 

 

表 2-3 設備投資概算金額 

 

名  称 数 投資額(千円) 備  考 

回転フォークリフト 1台 3,000 出荷用搬出機器 

投入ホッパー 1式 1,000  

機械式選別機 1式 20,000 土砂分離用 

手選別ラインコンベア 1式 5,000  

破砕機 2式 24,000 プラスチックの破砕 

風力選別機 1式 6,000 土砂等比重の大きな異物分離 

磁力選別機 1式 4,000 金属除去用 

コンプレッサー 1式 2,000  

圧縮・梱包機 1式 20,000  

油圧設備 1式  圧縮梱包機に含まれる 

その他 1式 5,000 配線、配管、建屋補修等 

合計  90,000  
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2－5 提案企業が担う役割 

 

当事業における萬世リサイクルシステムズの役割は、以下の 9点である。 

 

(１)  中間処理施設の設備計画の立案と設備導入。 

(２)  設備の操作技術、保守点検の教育指導。 

(３) 廃プラスチックからフラフ燃料の製造技術の指導。 

(４) 操業管理方法の指導。 

(５) 操業計画の立案と現場管理。 

(６) フラフ燃料販売に関する営業活動。 

(７) フラフ燃料販売先であるセメント会社、製紙会社等からの販売代金回収、及び

セブ市よりの廃棄物処理代金の回収。 

(８) 残渣の処理委託業務 

(９) 経理事務全般 

 

図 2-4 当事業における萬世リサイクルシステムズの役割 

：廃プラスチックの流れ

：有価物の流れ

：残渣の流れ

受入れヤード

投入ホッパー

１次破砕機

土間選別

フラフ

機械式選別機

バランガイ

埋立地

手選別工程

磁力選別機

萬世リサイクルシステムズの役割

２次破砕機

風力選別機

[利用目的]

加熱用燃料

発電用燃料

[販売先]

セメント会社

製紙会社

電力会社、他

フラフ燃料圧縮梱包機

中間処理施設の設備計画立案

設備導入

設備の操作技術・保守点検の

教育指導

フラフ燃料の製造技術指導

操業管理方法の指導

操業計画の立案と現場管理

フラフ燃料販売に関する営業活動

販売代金の回収

廃棄物処理代金の回収

経理事務全般

残渣の処理依託業務

中間処理施設

セブ市

●イナヤワン衛生埋立地

掘削・運搬

●バランガイから２次分別

後の廃棄物搬入

残 渣

有価物

販

売

廃プラスチック 回収
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2－6 想定する事業実施体制・具体的な普及に向けたスケジュール 

 

2－6－1 ODA 事業を含めた中長期的ビジネス展開のシナリオ 

 

萬世リサイクルシステムズの中長期的ビジネス展開のシナリオは、本案件化調査事業に

続く(1)サイト候補地での詳細設計調査（中間処理施設設置サイトへの設備配置詳細設計調

査と中間処理工場の許認可調査、届出、資格等の調査）(2) パイロット試験の実施 （中

期的なデモンストレーションの実施）、(3)事業化開始のための準備作業、(4)1 ラインによ

る事業実施、(5)複数ラインによる事業化の検討が主たるものである。 

 

表 2-4 今後の事業計画全体工程表 

 

 1Y 2Y 3Y 4Y 

実施項目 
Q

1 

Q

2 

Q

3 

Q

4 

Q

1 

Q

2 

Q

3 

Q

4 

Q

1 

Q

2 

Q

3 

Q

4 

Q

1 

Q

2 

詳細調査(設備設置サイ

ト・許認可調査) 

              

詳細調査(届出・資格等

の精査) 

              

事業化準備開始               

事業開始-1 ライン               

複数ライン事業化検討               

 

1 ラインによるパイロットプラント事業実施までの期間を約 3 年間とし、4 年目におい

ては、パイロットプラントの事業評価を基に複数ラインの事業化を検討する。 

この過程において、 

[ 1 年目 ] 

草の根無償資金協力と民間ボランティア制度の活用、普及化事業に係る調査事業、中小

企業・技術協力プロジェクト等、可能であれば既存及び新規の ODA スキームを活用し、

事業進出準備を進めていく。 

[ 2 年目 ] 

萬世リサイクルシステムズの予算活用が前提になるが、課題解決に貢献しえるとの評価

が得られれば、2 年目には、現地公的団体としての DPS が主体となる廃棄物燃料製造共同

事業体（仮称）が中心となり、無償資金協力や JICA の海外投融資を含む C/P への信用供

与等の活用を検討する。 

[ 3 年目 ] 

これまで蓄積してきた萬世リサイクルシステムズの技術や管理ノウハウ等の知見を基に、

民間企業として官民を対象とした事業領域での本格的な事業推進を図ることとする。 
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[ 4 年目 ] 

パイロットプラントの事業評価を基に複数ラインの事業化を検討する。この際の評価基

準は、(1)単独で事業採算性を有すること、(2)資金回収期限が 10 年以内、の 2 点である。 

 

現状の試算結果では、パイロットプラントをそのまま実操業ラインとして稼動させなが

ら、自己負担による投資で新たに１ラインを増設して 2 倍の製造能力を持たせた場合、減

価償却費を加味した収支予測では、8 年目で 800 万円の黒字、並びに累積損は 9 年目で解

消することができる。ただし、この期間中に政情変化によるリスク、競合会社新規参入、

セメント会社の撤退やボイラー等の設備仕様変更に伴うフラフ燃料の使用量減少、人件費

高騰、市場動向によるフラフ燃料の価格低下等の厳しい状況が発生した場合、投資回収の

できないことが懸念される。中小企業がリスクを負担することは極めて難しいことから、

ODA の支援が無ければ、事業として成り立たない可能性がでてくる。 

 

表 2-5 パイロットプラントをそのまま実操業ラインとして稼動させながら、自己負

担による投資で新たに１ラインを増設した場合の収支予測 
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2－6－2 事業化スケジュール 

 

具体的な事業化スケジュールは以下のとおりである。 

 

(1) 事業進出までの事業化スケジュール 

 

① M1～M3：今回の調査で、セブ市より提供の可能性が高いイナヤワン衛生埋立地内

の敷地を詳細調査し、装置の配置案を作成する。 

② M2～M8：中間処理施設建設に係る許認可を精査する。 

③ M4～M10：中間処理施設及び設備に関し、必要とする資格や届出関係の調査を実施

する。尚、取得できる資格等については、この期間に事前に取得しておく。 

④ M12 ：萬世リサイクルシステムズは、事業採算性が担保できると判断される場合

は、関係省庁などの助言を仰ぎつつ、事業進出についての最終的な経営判断を行う

こととする。 

⑤ M7～M11：廃プラスチックリサイクルに関し、実績のある日本の中小企業で海外進

出に意欲のある企業を調査し事業参加を促す。 

⑥ M6 ：廃プラスチックの性状に適合し、且つ顧客の要求品質の確保できる生産設備

の調査 

 

表 2-6 事業進出までの事業化スケジュール 

 

実施項目 
M

1 

M

2 

M

3 

M

4 

M

5 

M

6 

M

7 

M

8 

M

9 

M 

10 

M 

11 

M 

12 

M 

13 

① 設置サイトの詳細

調査 

             

② 許認可詳細調査              

③ 届出・資格等の詳細

調査 

             

④ 事業進出判断              

⑤ 進出日本企業の調

査 

             

⑥ 生産設備の調査              

 

 

 

(2) 事業進出決定後の事業化スケジュール 

 

⑦ M18～M22：具体的に、設備設計から取付け、検収まで実施する。 
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⑧ M14～M16：廃プラスチックリサイクルに関し、実績のある日本の中小企業で海外進

出に意欲のある企業を調査し事業参入を募る。 

⑨ M16～M18：工場周辺のアセスメントを実施する。 

⑩ M17～M18：事業展開による雇用や環境に関する理解を得るための近隣住民への説明。 

⑪ M17～M19：販売先確保と販売契約の締結。 

⑫ M22～M24：プラント建設 

⑬ M17～M19：日本人技術指導員と近隣のスカベンジャーを中心とした作業員を募集す

る。 

⑭ M20～ ：社員教育・衛生教育・技術指導を継続して、計画的に実施する。 

⑮ M25～ ：パイロットプラントによる事業開始 

 

表 2-7 事業進出決定後の事業化スケジュール 

 

実施項目 
M

14 

M

15 

M

16 

M

17 

M

18 

M

19 

M 

20 

M

21 

M 

22 

M 

23 

M 

24 

M 

25 

M

26 

⑦ 設備設計・製作・検

収 

             

⑧ 進出日本企業の募

集 

             

⑨ 工場周辺アセスメ

ント 

             

⑩ 近隣住民説明              

⑪ 販売先確保              

⑫ プラント建設              

⑬ 人材募集              

⑭ 社員教育・衛生教

育・技術指導 

             

⑮ 事業開始              

 

尚、本事業化スケジュールは、順調に進んだ場合を前提にしており、事業進行に伴い諸問

題が発生するリスクがある。民間企業として解決できることは前向きに判断し進めるが、

相手国の判断スピードで計画通り進まないことも推測されるため、外務省や JICA などと

も綿密な協議を進めながら、現地事業化に向けて協力を仰ぎたい。 
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2－6－3 事業実施体制 

 

 事業実施体制の概要を図 2-5に示す。 

 

図 2-5 事業実施体制 

 

 

図 2-6 想定される業務フロー 

 

事業モデルにおける基本的業務フローは現時点で以下を想定している。 

 

① 萬世リサイクルシステムズ本社よりの管理運営体制の指示。 

② 使用設備の発注、並びに消耗部品の発注を受けて、製造する。 

セブ市 横浜市

現地

コンサルタン

萬世リサイクルシステムズ

カーボンフリーコンサルティング

ニチユテクノ

企 業

トキワ薬品化工

メディカルパワー

グローバルテクノス

研究機関

自治会

セブ市

興栄商事

チームヨコハマ

覚書締結

協力

技術

協力

連携

連携

連携

技術

協力

海外展開支援

コンサルティング

萬世リサイクルシステムズ

(本社)

萬世リサイクルシステムズ

(仮称:セブ市中間処理施設)

協力会社

現地関係機関

保守管理会社

顧客A
(CEMEX-APO)

顧客B

(セメント・製紙・発電事業)

提携業務・協力

①業務指示

②装置発注 ③製造・納品

相互提携・協力

営業活動

④保守委託契約

⑤受注
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③ 萬世リサイクルシステムズ(仮称:セブ市中間処理施設)に注文を受けた設備、消耗部品

等を納品する。 

④ 設備の保守管理契約を結び、定期的に保守管理を実施する。尚、突発の場合はこの限

りではない。 

⑤ 萬世リサイクルシステムズ(仮称:セブ市中間処理施設)はセブ市並びにフィリピン国全

土への営業活動を実施する。必要に応じて、萬世リサイクルシステムズ本社営業部の

支援を受ける。 

 

2－6－4 現地パートナーの確保状況及び見通し 

 

現地パートナーの確保状況と見通しは今までの準備期間並びに第４次に渡る調査期間で

見通しが立ちつつある。 

既に信頼関係を構築し始めているセブ市、及び現地有力コンサルタント企業である

Center for Advanced Philippines Studies, Inc.(CAPS) 並びに Cebu Solid Waste 

Management Inc.を予定している。 

 

2－7 リスクへの対応 

 

（１）スカベンジャーに関する生活環境リスク 

 

最重要考慮点として、現状のスカベンジャーの生活環境を改善するために、以下の２点の

解消に重きをおき、スカベンジャー雇用を最優先とする。 

 

● イナヤワン衛生埋立地での活動が制限されることによる収入の減少。 

● 生活エリアを失い、移転せざるを得なくなることによる社会情勢不安。 

 

 

（２）既存企業との競合リスク 

 

 セブ市では既に廃プラスチックのフラフ燃料をセメント会社向けに製造している企業

（CSWMI）がある。ここでは商業系廃棄物を処理してフラフ燃料を製造している。 

萬世リサイクルシステムズは、既に埋立てされているイナヤワン衛生埋立地の廃棄物か

ら廃プラスチックを回収してフラフ燃料を製造する計画であることから、競合を回避する

ことができる。 

尚、CSWMI とは密接な連携プレーのもとに、技術提携する予定である。 

 

（３） 地元に対する配慮 

 

セブ市当局は、各バランガイと共に固形廃棄物処理の改善に対して非常に前向きである。

廃棄物削減努力は市の公約であり率先して奨励している。考慮すべき点として、各ステー
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クホルダー間の関係と協力であり、合意／約束を守り、各ステークホルダーに対し誠意を

もって対応し、且つ周囲に配慮しながら以下の点を考慮し、プロジェクトの進行を促進す

ることが重要と思われる。 

  

a. 政府規制 (発生源でのごみ分別と分別収集の徹底)とサポート (許可制度、インセンテ

ィブ) 

 

b. 民間企業／産業 – 社会環境責任 (地元住民の雇用、地元地域における環境汚染対策、

健康被害対策 

 

c. 住民 – 協力と法規制の遵守  

 

d. NGO 等の各ステークホルダーの権利保護  

 

（４）事業化推進のための CAPS からの奨励策 

 

今回の調査過程で、親密な信頼関係を得た CAPS から、以下の 3 点の助言を頂いた。今

後事業展開する上でさらなる信頼関係を構築し、密な連携を図っていく。 

 

● 雇用、資金調達、操業、管理において各ステークホルダーをパートナーとして考える

（プロジェクトの実施前後も含め）。 

● 特にポリシーの策定段階においては各ステークホルダーと綿密に協議する。 

● 官民の機関による、定期的なレビュー／監査。 

   

(５) 廃棄物の焼却に関する法的リスク 

 現行の法律では、廃棄物の焼却はできないことになっている。しかし、廃棄物をリサイ

クルして、燃料としての使用実績が既にあり、法律上全く問題ないことが本調査より確認

できた。 

 

 

 

 

 

 


